様式第１号（第５条、第８条関係）

年度鳥取県強度行動障がい児環境整備事業補助金事業計画（報告）書

１ 施設の概要
（１）法人名及び事業所名　
　・法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）施設の定員及び実利用者数
　・サービス名　　　　　　　　　　　　
	区分
	整備前
	整備後
	増員数

	定員
	
	
	

	実利用者数
	
	
	

	実利用者のうちの強度行動障がい児者数
	
	
	


　※創設の場合については、実利用者数は整備後の予定数を記載すること。
　※複数のサービスにおいて事業を実施する場合は、表を追加し、各サービスについて記載すること。

２　事業の内容
（１）強度行動障がい児の受入れのための環境整備内容
　　
　　
　　
　　
※実績報告時には、本事業の工事内容がわかる内訳書及び整備前・整備後の写真、購入した備品の内容がわかるパンフレット等を添付すること。

（２）環境整備全体の必要性及び期待される事業効果
　　
　　
　　
　　
　　
（３）工事等の場合　　　※工事等以外の場合は記載不要
○施設の規模等
　　　①　建物の所有関係（賃貸借 ・ 自己所有）
　　　②　建物の所在地
            所 在 地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　③　建物の面積　　延面積　　　　　　　㎡ （うち事業利用面積 　　　　　　㎡）

○施工期間等（予定）
  　　ア　直営・請負の別　　　　　　直営　・　請負　　　　　　　
  　　イ　契約年月日    　　　年　　月　　日　　　　　　
   　 ウ　着工年月日　　　　　年　　月　　日　　　　　　
   　 エ　完成予定年月日　　　　　年　　月　　日　　　　　　
○県内事業者への発注が困難な理由等（県外事業者へ発注する場合のみ記載）





３　補助所要額等
ア  算定基礎額（補助対象経費）　　　　　　　　　　　　　円
イ　補助金申請（実績報告）額  　　　　　　　　　　　　　円（千円未満切捨て）
       
４　他の補助金の活用の有無（有・無）
※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。
※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先
  （補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。






５　その他参考事項





· 必要に応じて、行数等は増やしてください。

６　消費税の取り扱い　
※以下、該当するものに○をつけてください。
一般課税事業者、簡易課税事業者、免税事業者、地方公共団体、
特定収入割合が５％を超えている公益法人等、仕入控除額が明らかでない一般課税事業者


様式第２号（第５条、第８条関係）

年度鳥取県強度行動障がい児環境整備事業補助金収支予算（決算）書
                                                                      
収入の部
（単位：円）
	区　　分
	本年度予算額
（本年度決算額）
	前年度予算額
（本年度予算額）
	増　減
	摘　　要

	
県補助金
	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	
計

	


	


	


	







支出の部　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度予算額
（本年度決算額）
	前年度予算額
（本年度予算額）
	増　減
	摘　　要

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	
計

	


	


	


	





 

